
第Ⅲ編

自治体経営編
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第２期基本計画施策体系（自治体経営編）

事業 計画事業・主要事業

①行政経営ｼｽﾃﾑの構築 浦安型行政経営システム推進事業

第三次浦安市行政改革推進計画（改訂版）の推進

賢人会議の開催

アンテナ職員制度の実施

①危機管理対応能力の向上 地域防災計画改定事業【再掲】

実践型訓練事業

業務継続計画策定事業

①関係行政団体との連携 京葉広域行政連絡協議会事業

①協働事業の推進 市民参加・協働推進事業

うらやす市民大学運営事業

市民参加推進会議の運営

自治会と市民活動団体の連携促進事業【再掲】

①地域コミュニティの自立促進 地域自治体制の整備事業

②コミュニティの強化 自主防災組織育成事業【再掲】

自主防犯・見守り隊活動支援事業【再掲】

①広聴機能の充実強化 インターネットを活用した市民意識調査事業

②わかりやすい市政情報の提供 公式ホームページリニューアル事業

広報うらやすなどの発行

①行政評価の仕組みづくり 浦安型行政経営システム推進事業 【再掲】

①予算編成の新たな工夫 「長期財政の見通し」の策定

管理会計手法の導入検討

②効率的な予算編成の確立 経常的な経費の抑制（普通会計）

③行政コストの適正化 公共建築物の計画的な保全事業

下水道長寿命化事業【再掲】

公園施設長寿命化計画策定事業【再掲】

橋りょう長寿命化・耐震化修繕推進事業【再掲】

道路冠水対策事業【再掲】

未利用地の活用【再掲】

未利用財産の売却

④市有財産の活用 未利用地の活用

未利用財産の売却【再掲】

公金の運用

①市税などの徴収率の向上 市税などの徴収率の向上

②受益者負担の適正化 特別会計への繰出金の適正化に向けた検討

使用料・手数料などの見直し

③新たな財源の確保 広告事業の推進

未利用地の活用【再掲】

未利用財産の売却【再掲】

①任意の外部による評価の検討 任意外部評価等の検討・導入

①わかりやすい財務情報の提供 財務情報提供事業の充実・改善

財政指標などの見通しの公表

１）広聴広報機能の充実
を図る

２）行政評価システムを
確立する

４．健全な財政運営を進
める

１）財政の健全化に取り
組む

３）外部の視点による評
価を活用して財政を運営
する

２）安定した財源確保に
取り組む

１）協働事業を推進する

基本計画部分

４）わかりやすい財務情
報を提供する

３．市民ニーズに対応し
た行政経営を進める

２）自立した地域コミュニ
ティづくりを進める

１．自治体経営体制を確
立する

第２次実施計画

具体的施策 基本事業

１）自治の基本原則と協
働の体制を明確にする

２）危機管理体制を充実
する

３）広域自治体連携を強
化する

２．市民と行政の協働を
進める
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第２期基本計画施策体系（自治体経営編）

事業 計画事業・主要事業

基本計画部分 第２次実施計画

具体的施策 基本事業

①多様な人財の確保 計画的な職員採用の実施

人財の確保

職員研修の実施

マルチ職員の育成

スペシャリストの育成

人事交流の推進

適材適所の配置推進

プロジェクトチームの活用

課題解決型組織の構築(施策推進・マネジメント強化)

庁内分権（権限委譲）の推進

②いきいきと働ける職場づくり ワーク・ライフ・バランスの実現

健康管理体制の充実

適切な福利厚生制度へ向けた見直し

①やる気を高める仕組みをつくる 目標による管理を活用した業績評価

人事評価制度の見直し

職員提案制度の推進

①電子申請の推進 電子申請等推進事業

体育施設等予約システムの更改事業【再掲】

②暮らしをいろどる情報の提供 まちづくり情報提供事業 【再掲】

電子資料提供サービス事業【再掲】

③災害情報の提供と防犯対策の充実 災害時情報伝達・収集検討事業【再掲】

公共空間犯罪対策事業【再掲】

インターネットを活用した市民意識調査事業【再掲】

公式ホームページリニューアル事業【再掲】

体育施設等予約システム更改事業【再掲】

生涯学習情報提供システムの運用【再掲】

情報システムサーバ統合基盤事業

情報システム整備計画策定事業

統合型地理情報システム推進事業

①情報セキュリティ対策の推進 情報セキュリティ対策事業４）情報セキュリティ対策
を強化する

２）活力を生み出す職場
づくりを進める

①機動的かつフレキシブルな組織体
制の確立

６．新たな情報環境を整
備する

１）快適な市民生活を支
援する

２）協働の環境づくりを支
援する

②市民の学習機会や活動機会の充
実

３）行政の簡素化と効率
化を進める

①情報システムの安定稼動と効率
的な管理

①市民ニーズの把握と充実した市政
情報の提供

３）やる気を高める仕組
みをつくる

５．職員力・組織力を強
化する

１）財産となる人財を育て
る

②職員を「人財」と位置づけた様々
な取り組み
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現状と課題

平成 12年４月の地方分権一括法の施行により本格化した地方分権の流れは、平成 23年度のい

わゆる地域主権改革一括法の成立を受け、今後、ますます加速することが予想されます。国の包

括的指揮監督に従う地方自治体から、基礎自治体として市の権限が拡大する一方、自主性や自律

性が一層求められる時代となり、自己決定・自己責任の原則、補完性の原則のもと、市民自らが

地域のことを考え、自らの手で地域を治める新しい自治体像に向かって取り組んでいくことが不

可欠な状況です。

また、40年以上に及ぶ新しいまちを建設する時代も新町地域の一部を残すのみとなり終息を迎

えつつあります。このことは、これまで右肩上がりで成長を続けてきた地域社会が成熟化の時代

に入ってきたともいえます。そして、都市開発の終息とともに、人口のピークも見えつつあり、

今後は少子高齢化も急速に進むことが予想され、財政面でもこれまでのような右肩上がりの基調

は転換期を迎えることが予想されます。

本市では、平成 14 年に浦安市行政改革大綱を策定し、「経営感覚に富んだ行政運営」「職員の

意識改革」「市民と行政の協働」の３つの視点から、「事業の見直し」「人材育成の推進」「職員数

と給与の適正化」「組織・機構の見直し」「情報化の推進」「協働に向けた環境づくり」の６つの

重点事項を定め、この重点事項を確実に推進していくため、これまでに３次に及ぶ行政改革推進

計画を策定し、任期付き採用制度や再任用制度の活用など職員採用の見直しやプロジェクトチー

ム制度の導入などの組織運営や指定管理者制度、ＰＦＩの導入などに取り組んできました。しか

し、これからは、従来のコスト削減や人事・組織機構の簡素化などの行政改革の視点に加え、住

民自治のシステムと市民の意志と責任に基づく自治体運営の仕組みづくりが必要となっていま

す。

また、地域力、市民力を結集し、より豊かな地域社会を形成していくうえで、リスク管理は行

政が担う最も基本的な責務です。

本市では、これまでも地震や台風などの自然災害や大規模事故から、市民の生命や身体、財産

を守るため、災害対策に取り組んできました。しかし、震災による市域の大部分が液状化し、初

動体制に遅れが見られたことやライフラインの損傷が発生したことなどを受けて、対策のあり方

の見直しや日常的な訓練を通じた対応力の向上など、より充実した新しい災害対応のあり方が求

められています。また、近年ではさまざまな異常気象や感染症、放射性物質への対応など、従来

からは想定し得なかった新たな危機への対応も求められています。

こうした新たな危機への対応を含め、行政区域を越えた課題は、多様化、高度化してきた都市

活動の広がりとともに増えてきつつあります。また、震災の経験から災害時の応急対応や復旧に

ついても、市域を超えた広域的な対応や相互支援が不可欠です。こうしたことから、広域的な視

点に立って近隣市を始めとする多くの自治体と協力し、多面的な連携を図る必要があります。

１ 自治体経営体制を確立する
具体的

施 策
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課題解決のための取り組みの方向

１）自治の基本原則と協働の体制を明確にする

第２期基本計画で掲げた目標達成や時代潮流の変化に的確に対応した行政経営と経営の質の

向上を図るため、自治体経営の基本原則を明らかにするとともに、行政経営の基礎的な要件を整

理し、市民志向の行政経営を基本としたトップマネジメントのあり方や効率的で効果的な事業マ

ネジメントの推進、それを支えるための人事・組織マネジメントのあり方、施策評価システムの

導入などトータルな行政経営システムを構築し、行政経営の品質向上に取り組みます。

２）危機管理体制を充実する

震災時の教訓を踏まえ、地域防災計画の改定を行います。

また、大規模な災害に備えて、初動の対応がスムーズに行えるよう実践的な訓練を重ねるとと

もに、それぞれの主体における市民や地域コミュニティ、事業者、行政など、被害の軽減やライ

フラインの断絶などに対する対応力の向上を図るため、大規模な訓練を行います。

併せて、大規模震災発生時においても、基礎自治体として災害対応業務や優先度の高い通常業

務を発生直後から適切に実施できるよう、業務継続計画の策定と体制の整備に取り組みます。

さらに、異常気象によるさまざまな被害の発生をはじめ、従来では想定し得なかった新たな危

機に関しても極力対応可能となるよう、職員や市民の意識を高めるとともに、対応策について検

討します。

３）広域自治体連携を強化する

市民の生活圏の拡大や環境、福祉、防災など、単独の自治体だけでは対応できない新たな行政課

題と複雑・多様化する市民ニーズに的確に対応するため、国や県の責務の範囲を明確にしつつ、適

切な調整を図るとともに、近隣市との広域的な連携を一層強化し、広域的な課題に取り組みます。

震災時における広域的な支援の有効性を踏まえ、多くの自治体と大規模災害時の相互支援の体制

づくりに取り組みます。
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・

・

・

企画政策課

賢人会議の開催

事業

①行政経営システムの構
築

浦安型行政経営システム推進事業

第三次浦安市行政改革推進計画（改訂版）の推進

企画政策課

【主要事業】

事業内容

第三次浦安市行政改革推進計画（改訂版）の推進

①行政経営システムの構築

事業名

将来にわたって持続的な発展が可能で、市民が必要とする公共サービスの品質を高く維持し
ていくため、本市の現状や課題を分析し、事業執行部局の意思決定の迅速化を図るとともに、
事業の成果や課題を可視化し評価する仕組みを運用します。

事業内容
先進的あるいはユニークな取り組みをしている国内外の自治体、民間企業、各種団体などか
ら、本市に有益な情報を収集・研究活用することで、日々変化する市民ニーズや社会経済情
勢に対応した事業を実施します。

事業名 賢人会議の開催 企画政策課

震災への対応として実施した「緊急行政改革」の成果を踏まえ改訂した、「第三次浦安市行政
改革推進計画」にも基づき、「行財政経営システム構築に向けた仕組みづくり」「市民との協働
の推進」「財政の健全性の維持」の視点から行政改革を推進します。

事業名 アンテナ職員制度の実施 企画政策課

自治体経営編

１）自治の基本原則と協働の体制を明確にする

【事業体系】

企画政策課

計画事業・主要事業名

企画政策課

事業名

アンテナ職員制度の充実

浦安型行政経営システムの構築に向け、システムを構築する上で必要不可欠なトップマネジメントの
戦略的意思決定や行政評価など、それぞれの制度の充実・改善に取り組みます。

１ 自治体経営体制を確立する

市民が安全で安心して住み続けられるための公共サービスを安定的に提供し、公の責任と使命を果た
せるよう自治体経営システムの確立を目指します。

「市民との協働の推進」、「財政の健全性の維持」、「組織・人事の見直しと人財の育成」、「情報
化の推進」などを重点事項とする行政改革を推進します。

事業内容 市政の方向性や新規施策を展開していくため、賢人会議を開催します。

浦安型行政経営システム推進事業 企画政策課

事業内容

担当課

企画政策課
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・

・

地域防災計画改定事業 【再掲】 防災課

①危機管理対応能力の向
上

事業内容

国の防災基本計画や千葉県地域防災計画の見直しを踏まえ、災害への備えをはじめ、被災時の被害
の軽減や迅速かつ的確な対応が自助・共助・公助の連携により効率的に図れるよう、引き続き、地域防
災計画（震災編）の改定に取り組みます。また、震災編改定後は風水害等編/大規模事故編の改定に
取り組みます。

事業番号
事業名 地域防災計画改定事業 【再掲】

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

改定（震災編）
改定（風水害等編／大規模事故
編）

改定（風水害等編／大規模事故
編）

担当課 防災課
47111

担当課

防災課

実施

２）危機管理体制を充実する

【計画事業】

①危機管理対応能力の向上

【事業体系】

事業 計画事業・主要事業名

東日本大震災において応急活動対策に取り組んだ経験から得られた教訓を活かし、次の災害に備えた
職員の危機管理意識向上を図るため、図上訓練や総合防災訓練の充実を図るとともに、非常時の指揮
命令や連絡調整機能を強化することにより危機管理対応能力の向上に取り組みます。
また、震災からの復旧・復興への対応やその他緊急性の高い問題を解決するため、タスクフォースや
プロジェクトなどの組織を活用します。

業務継続計画策定事業

実施

61211

事業内容
大規模な災害に備え、地域防災計画の実効性を高めるため、図上訓練などの災害応急活動に係る実
践型の訓練を実施します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

実施

災害などの非常時でも、応急対策活動を進めながら、基礎自治体として非常時に優先して実施すべき
業務を継続・再開できる体制の整備に取り組みます。

実践型訓練事業 防災課

事業番号
事業名 実践型訓練事業 担当課 防災課

272



(千円)

事業内容
大規模な地震災害の発生に際して、基礎自治体として災害対応業務や優先度の高い通常業務を発災
直後から適切に実施する必要があるため、業務継続計画を策定します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

調査・研究
策定

事業番号
事業名 業務継続計画策定事業 担当課 総務課／防災課

61212

5,250 2,100 2,100

○計画事業費

平成25年度 平成26年度 平成27年度 3か年の合計

9,450
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・

・

事業名 企画政策課

３）広域自治体連携を強化する

【事業体系】

事業 計画事業・主要事業名

近年、地方分権の進展、少子高齢化の進行、日常生活圏の拡大・広域化など、自治体を取巻く環境が
大きく変化している中、住民サービスの品質を維持しながら、効率的な行政運営を行うため、船橋
市、市川市及び浦安市の３市が相互に協力・連携しながら行政運営を進めます。

京葉広域行政連絡協議会事業

大規模災害時に食料や生活必需品、復旧業務に従事する人員などが不足することを想定して、自治体
間で相互に物資や人員の支援が迅速かつ円滑に行われるように、「災害時における相互応援に関する
協定」を締結し、広域的な自治体間の連携を図ります。

船橋市、市川市及び浦安市の３市で構成する京葉広域行政連絡協議会において、市民の利
便性の向上につながる事業の調査・研究や共通課題の解決に連携して取り組みます。

事業内容

京葉広域行政連絡協議会事業

①関係行政団体との連携

担当課

【主要事業】

①関係行政団体との連携 企画政策課
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現状と課題

これからのまちづくりには、少子高齢社会の進行に伴う様々な課題のなかで、限りある財源の

有効活用や豊かな市民の知恵やマンパワーを活かした多様な市民活動が不可欠です。市民活動と

市の行政活動が互いに役割を分担し、互いの責務を果たしながら相互の強みを活かした「協働」

による取り組みが求められています。

また、今後行政だけでは対応しきれない多様な公共サービスへのニーズや、市民が独自に提起

する新たな社会的課題に対して、市民と市との協働の領域と機会の拡大が必要となります。

地域においても、地震防災や防犯、健康づくり、福祉など住民の身近な課題に対して、自治会

を中心に課題解決に向けた地域住民が主体的に取り組む活動も昨今見られるようになり、地域主

体のまちづくりを一層進めていくための環境整備も求められています。

そのためには、これまでの自治会活動を尊重しつつ、子ども会やＰＴＡ、住宅管理組合、老人

クラブ、社会福祉協議会など地域の様々な団体間の交流を図りながら連携・協力して、地域の住

民一人ひとりと団体が主体的に地域のまちづくりに参加し、貢献実感できるような地域協働の仕

組みを築く必要があります。

２ 市民と行政の協働を進める具体的

施 策
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課題解決のための取り組みの方向

１）協働事業を推進する

平成 21 年度に策定した「協働のガイドライン」に基づき、市民や地域への協働を推進してい

くとともに、市民の発想や手法を活かした行政サービスを提供していくため、協働事業提案制度

を推進します。

まちづくり活動団体と行政の協働により地域の活性化が図れるよう、機会の拡充を図るととも

に、引き続き市民が自らの知識や経験を基に、新たな公共の担い手として活躍できるような環境

づくりに取り組みます。

また、ＰＦＩ法の改正によって新たに民間からの事業提案が可能になったことなどを受け、Ｐ

ＦＩやＰＰＰの取り組みを推進します。

２）自立した地域コミュニティづくりを進める

地域住民が実感できる一定のまとまりを持った生活圏を対象に、自治会活動を尊重しつつ、子

ども会、ＰＴＡ、住宅管理組合、老人クラブや社会福祉協議会など地域の様々な主体が連携・協

力して、地域の住民一人ひとりと団体が主体的に地域の課題解決や魅力向上につながるまちづく

りに参加し、管理・運営していくことで、地域への貢献を実感できるような地域協働の仕組みを

築き、元気な地域づくりに取り組みます。

また、地域の課題解決や地域価値を高める活動など地域が主体となって実施する活動について、

担い手となる組織の育成や活動支援、連携強化に取り組みます。
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「市民参加」と「協働」

(市民参加推進条例の定義）

市民の自発的・主体的な活動

◆生涯学習（サークル）活動

→主に個人やグループの研鑽のため行う共益的な活

動

※個々のサークル活動を発展させ、市民の文化意識

向上や健康増進、体力向上などの普及・促進に寄

与するような公益性のある活動を行う場合は、市

民活動といえる

☆交流活動

→様々な市民

の自発的・主

体的な活動

のきっかけ

となる、人と

人とのコミ

ュニケーシ

ョンを通し

たお互いを

知り合う機

会

・交流の範囲の

広がり→近

隣交流、地域

交流、都市間

交流、国際交

流…

・交流の活動

テーマ→ 文

化・芸術活動

…

◆協働

→市民と市が、共通の目

的の実現を目指して、

それぞれの役割・責任

を自覚して、対等な立

場で協力しあい、相互

に補完し合うこと

○まちづくり活動

→市民が自発的に住

みよいまちづくり

に向けてボランテ

ィア活動・ＮＰＯ

活動、その他公益

的活動を行うこと

◆市民活動

→よりよい社会をつくるための、市民の自発的・主

体的な活動の総称で、以下の特徴を持つもの

(1)自主性・自立性に基づく活動、(2)市民の生活

の向上や改善に結びつき、社会に貢献する活動、

(3)継続的な活動、(4)営利を目的としない活動、

(5)市民に対し常に活動内容が開かれた活動

○ボランティアとＮＰＯ

・「市民が主体となって継続的、自発的に社会貢献

活動を行う、営利を目的としない活動」という

点では共通

・「ボランティア」は個人でも行えるのに対し、「Ｎ

ＰＯ」は組織や団体で活動する（目的達成のた

めに運営のルールを持ち、目的達成に向け組織

的、継続的に活動を行う）

・ＮＰＯはボランティア活動から発展するものが

少なくない

☆
地
域
活
動

→
特
定
の
地
域
に
お
け
る
市
民
活
動
や
サ
ー
ク
ル
活
動

○行政への市民参

加

→市民が行政業務に

ついて意見・提案

することにより、

市政に市民意志が

反映されること

市民と行政との協働の考え方
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・

・

事業名 自治会と市民活動団体の連携促進事業【再掲】
協働推進課／地域ネッ
トワーク課／こども家庭
課

事業内容
８区自治会で実施している、自治会と子育て支援団体との連携モデル事業などの、自治会と
市民活動団体の連携を促進し、自治会及び市民活動団体の活性化を図ります。

市民参加推進計画に基づき、市民参加の進捗状況を調査・評価し、市民参加・協働を推進す
るための方策について議論します。

事業内容

２ 市民と行政の協働を進める

市民が自主的に公共サービスに取り組むことにより、浦安に誇りと将来への希望が持てるような「住
みがい」のあるまちを実現するため、市民の豊富な経験や知識を活かす仕組みづくりや協働の担い手
の育成、市民相互の連携など、市全体で協働を推進します。

協働推進課

うらやす市民大学運営事業

１）協働事業を推進する

【事業体系】

事業

①協働事業の推進

計画事業・主要事業名

行政よりもその他の主体がサービスを提供した方が、より効果的・効率的なサービス提供を実現でき
るものについて、ＰＰＰにより取り組みます。

事業名 協働推進課

事業名 市民参加・協働推進事業 協働推進課

事業内容

事業内容
市民自らが地域に貢献する協働の担い手としてまちづくりに取り組むため、必要な知識や技術
を学ぶ拠点として、年間を通した授業を開催するとともに、市民活動や市政に関する情報提供
を行います。

市民と行政の協働を推進するため、市民が行政と協働で行いたい事業及び行政が事業テー
マを設定し協働事業を募集する協働事業提案制度を実施します。

市民参加推進会議の運営

事業名 うらやす市民大学運営事業 市民大学

市民大学

市民参加推進会議の運営

【再掲】

①協働事業の推進

【主要事業】

自治会と市民活動団体の連携促進事業 協働推進課

市民参加・協働推進事業

担当課

協働推進課

278



・

・

住民や各種団体など地域内に存在する様々な主体が連携・協力して、行政とともに、自らの地
域の管理・運営や課題解決に取り組む、地域自治体制の整備を図ります。

事業内容

自治会やＰＴＡをはじめとする地域の自主防犯活動団体、学生防犯委員会V5、防犯ボランティ
ア団体に対し、防犯活動に必要な物資の貸与や防犯パトロール車両貸出しなどの支援を行い
ます。また、中学校区単位で地域の自主防犯活動をしている団体間の連携を図る「市内見守
り隊」の体制を強化し、地域での防犯活動をより効果的に行います。

事業名 自主防災組織育成事業【再掲】 防災課

事業内容
自治会ごとに活動している自主防災組織の連携や強化を図るため、自治会自主防災組織連
絡協議会の運営支援を行うとともに、自主防災組織が行う事業や資器材購入を支援します。

事業名

地域の防災や防犯など、すでに地域において主体的に活動する組織・団体が存在している分野に関し
て、団体の活動支援や団体同士の連携促進を行うことで、地域コミュニティの強化を図ります。

【事業体系】

事業

【主要事業】

防災課

自主防犯・見守り隊活動支援事業

担当課

【再掲】 防犯課

自主防犯・見守り隊活動支援事業【再掲】 防犯課

②コミュニティの強化

①地域コミュニティの自立促進

事業名 地域自治体制の整備事業
企画政策課／協働推進
課／地域ネットワーク課

事業内容

２）自立した地域コミュニティづくりを進める

自治会を始めとする地域内の各団体同士が連携・協力して、行政とともに、自らの地域の運営や地域
内の課題の解決に取り組むことができるよう、自立した地域コミュニティの育成を促進します。

企画政策課
協働推進課
地域ネットワーク課

自主防災組織育成事業 【再掲】
②コミュニティの強化

①地域コミュニティの自立
促進

地域自治体制の整備事業

計画事業・主要事業名
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現状と課題

質の高い自治体経営を目指すためには、行政の「計画（Ｐ）-実行（Ｄ）-評価（Ｃ）－改善（Ａ）」

経営サイクルを確立し、これらの各段階で市民ニーズを的確に捉え施策に活かしていくことが重

要です。

現在、市長への手紙や市民意識調査などにより、市民ニーズや市政への意向の把握に努めてい

ますが、市民志向の行政経営を行っていくうえでは、収集した意見や要望を整理・分析し全庁的

に共有化する体制や施策立案への反映、さらには調査結果のわかりやすい公表など体系的な管理

システムを整備していくことが必要です。特に市民意識調査と行政評価との関係性を検証してい

くことが必要で、これは、広聴広報機能の充実・強化を図ることです。

情報は、「いつ（迅速に）、何を（量・質）、どのように市民に知らせるか（手段）」が大切であ

り、効率的かつ効果的な手段を用いて、市民に向け発信しなければなりません。

本市では、紙媒体（広報うらやすや市民便利帳など）、電波媒体（ＣＡＴＶやＦＭなど）、電子

媒体（ホームページや携帯電話など）を活用して情報を発信していますが、それぞれの媒体の特

性を活かし、相互に補完し合いながら、情報の受け手である市民に配慮した対応を行い、市民が

求める情報を適時適切な手段により発信し、市民と市との双方向による情報交換（情報の共有化）

が行われるような仕組みづくりが必要です。

そして、このような活動を通して、本市が行ってきた施策や事業に対する市民の評価を受けと

め、事業の改善、見直しへとつなげていくことが必要です。

本市では、これまで事務事業評価に取り組んできましたが、評価対象の事務事業の多さや評価

が細分化されすぎていること、評価が内部評価にとどまっていること、評価結果を予算や組織編

成に反映する仕組みがないことなど改善を図っていくことが必要です。

そのため、政策や施策、事務事業の行政活動について市民や議会に対して説明責任を果たし、

市民と協働で有効性や効率性、妥当性を確保していくという行政評価の目的を考え、行政評価の

体系化と制度設計に取り組んでいく必要があります。

３ 市民ニーズに対応した行政経営を進める
具体的

施 策
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課題解決のための取り組みの方向

１）広聴広報機能の充実を図る

自治体経営の透明性を保ち、市民協働の出発点となるのは情報の共有化であり、そのためには

様々な情報媒体を活用した情報提供が重要です。

その一つとなる市ホームページについては、市政情報の統合化を図り、市民に対し市政情報を

的確に分かりやすく伝えるための整備に取り組むとともに、これまで本市で作成してきた映像、

記録の動画配信による情報提供の充実に取り組みます。

広報媒体の根幹である広報うらやすについては、こども向けの記事の掲載など、より多くの市

民に手に取っていただけるよう、さらに魅力ある紙面づくりに取り組みます。

また、報道機関に対して積極的に行政情報を提供し、その報道を通して市民に情報を伝える広

報活動（パブリシティ）に取り組みます。

市民志向の自治体経営を進めていくため、多様な市民の意見を聴き、それらを総合的に分析し、

施策に反映させていく仕組みづくりに取り組みます。

そのため、インターネットの特性を活かした市民意向調査を通じて、より機動的に市民の意見

を聴取します。

また、市長への手紙や様々な手法で得られた市民の市政への意見や提案を総合的に集計・分析

し、行政評価と連携を図りながら市民ニーズ分析システムの構築に取り組みます。
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２）行政評価システムを確立する

行政評価は行政改革の有効なツールであり、また、トップが掲げる政策や施策についてトップ

マネジメントのツールとしても活用していきます。

そのため、第２期基本計画の施策体系に事務事業を整理し、事務事業評価から政策・施策評価

に取り組みます。また、これらの行政評価の方法と連動した市民意識調査のあり方について検討

します。さらに、評価内容の客観性を保つため、外部の視点を入れた事前・事後評価の方法につ

いても検討し、評価結果が人、物、金、情報といった経営資源の適正な配分や業務改善につなが

る行政評価システムを構築します。

政策

施策

事務事業

行政評価市民調査

・行政信頼度調査

・「住みがい度」調査

・施策満足度・重要度調査

・主要事業納得度調査

・新規事業納得度調査

多様な広聴

手法の実施

・市長への手紙

・各課へのメール

★グループインタ

ビュー

★市長と語り合う

会、など

市民ﾆｰｽﾞ

分 析

システム

行政評価

システム

分析結果・施策等への反映結果の公表（レスポンス）

・各種調査結果の公表（ＨＰ、調査結果報告書・要旨）

・市民ニーズデータバンク（市民意見の分析整理と対応方針の公表）

・行政評価白書（事務事業評価、施策・政策評価への反映結果の公表）、など

282



・

・

(千円)

平成27年度

調査・研究 リニューアル

アンケートの実施

担当課 広聴広報課
63112

事業内容
市の発信する情報をより速く、分かりやすく伝えるとともに、スマートフォンなどでもストレスなくホーム
ページが利用できるよう、公式ホームページのリニューアルを行います。

事業番号
事業名 公式ホームページリニューアル事業

担当課 広聴広報課
63111

事業内容
市民の意識や意向を把握し、市政に反映できるよう、インターネットの特性や即時性を活かし、インター
ネット市政モニター（Ｕモニ）によるアンケート調査を実施します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

アンケートの実施

10,718 34,465

事業番号
事業名

インターネットを活用した市民意識調査
事業

アンケートの実施

年次計画

平成25年度 平成26年度

３ 市民ニーズに対応した行政経営を進める

多様化する市民ニーズを把握し、施策に反映させるため、「市長への手紙」制度や「市民意識調
査」、「市民と市長の意見交換会」を引き続き実施するとともに、より短期間で市民ニーズを把握で
きるインターネット市政モニター(Ｕモニ)を運用します。さらに、市民から寄せられるそれらの意見
や要望を集約し活用することにより、市民志向の自治体経営を推進します。

市民の求める行政情報を市民が必要な時に把握することができるよう、ホームページの運営や広報う
らやすの発行、ツイッターなど様々な媒体を活用し、市民の生活スタイルに合わせた情報提供を行い
ます。

インターネットを活用した市民意識調査事業

１）広聴広報機能の充実を図る

【事業体系】

事業

①広聴機能の充実強化

計画事業・主要事業名 担当課

広聴広報課

【計画事業】

○計画事業費

平成25年度 平成26年度 平成27年度 3か年の合計

4,811 49,994

②わかりやすい市政情報の提
供

①広聴機能の充実強化

公式ホームページリニューアル事業 広聴広報課

広聴広報課広報うらやすなどの発行

②わかりやすい市政情報の提供
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②わかりやすい市政情報の提供

事業内容
市の政策や行事など市政全般に関する情報をわかりやすく、正確に提供するため、広報うら
やす（毎月１日と15日）や市勢要覧など刊行物を発行します。

事業名 広報うらやすなどの発行 広聴広報課

【主要事業】
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・

【主要事業】

①行政評価の仕組みづくり

事業名 浦安型行政経営システム推進事業【再掲】 企画政策課

事業内容
将来にわたって持続的な発展が可能で、市民が必要とする公共サービスの品質を高く維持し
ていくため、本市の現状や課題を分析し、事業執行部局の意思決定の迅速化を図るとともに、
事業の成果や課題を可視化し評価する仕組みを運用します。

企画政策課①行政評価の仕組みづくり

より効果的で効率的な行政運営を実現するため、引き続き、行政評価制度の構築に取り組みます。
また、市民意識調査などの結果と行政評価の連携を図り、トップマネジメントの戦略的な意思決定を
支援します。

【再掲】

２）行政評価システムを確立する

【事業体系】

事業

浦安型行政経営システム推進事業

担当課計画事業・主要事業名

285



現状と課題

地方分権が今後さらに進展していくなかで、市民生活にとって最も身近なサービスの提供を担

う基礎自治体においては、将来にわたり安定した自治体経営を実現することが求められています。

教育や福祉、医療、防災という基礎的ニーズや環境問題など様々な分野の市民ニーズに対応す

るには、事業の担い手や実施方法、対象範囲などについて最適化・効率化を図り、人や物、金、

情報といった限られた経営資源を有効に活用し、「持続可能な財政運営」を行っていくことが重

要です。また、市税をはじめとする様々な歳入の確保により安定した財政基盤をつくるとともに、

市の借入金である市債については、次世代に過度な負担を残さないよう適正に管理していくこと

が必要です。

公共施設などの使用料や特定の受益者に対する手数料については、コストに応じた適正な負担

という観点から適正化を図るとともに様々な減免制度について見直しを行うことが必要です。

さらに新たな財源の確保に向けて市有資産を活用した広告事業などの自主努力による財源確保

の取り組みが必要です。

◆普通会計における地方債年度末残高及び地方債発行額の推移

（単位：百万円）

４ 健全な財政運営を進める具体的

施 策
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課題解決のための取り組みの方向

１）財政の健全化に取り組む

将来を見通した財政健全化に取り組むため、その端緒となる市民ニーズや将来人口の見直しな

どを踏まえて、長期財政シミュレーションを行い、健全な財政構造の目標とそれを維持していく

ための見通し（財政ビジョン）を明確にします。

また、事業の目標や効果、必要性などの課題を明確化し、事業のあり方や手法を見直し、行政

コストの適正化に取り組みます。

市税をはじめとする様々な歳入の確保により安定した財政基盤をつくるとともに、市の借入金

である市債については、引き続き次世代に過度な負担を残さないよう、取り組みます。

２）安定した財源確保に取り組む

行政サービスの原資となる財源の確保に努めるとともに、納税の公平性の確保のため、市税徴

収率の向上や滞納繰越額の圧縮に取り組みます。

また、使用料や手数料などは、受益者負担の原則のもと、公平性を確保するためにも、収納率

の向上を図るとともに、料金設定の見直しや減免基準などの見直しなどの適正化に取り組みます。

さらに、新たな財源確保として市有資産を活用した広告事業などに取り組みます。

３）外部の視点による評価を活用して財政を運営する

包括外部監査を法的に義務付けられていない本市では、最小の経費で最大の効果を挙げるため、

テーマを絞って任意の外部による評価を受ける仕組みを検討し、必要が生じた場合には外部によ

る評価を実施します。

４）わかりやすい財務情報を提供する

本市は、他市町村に先駆けて企業会計的手法に取り組み、施設別の行政コスト計算書などを作

成していますが、これらの財務諸表を活用し、今後の自治体経営の『羅針盤』となるような市民

に分かりやすい情報の提供に取り組みます。
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・

・

・

・

未利用財産の売却 【再掲】 財政課

未利用財産の売却 財政課

財政課

道路冠水対策事業 【再掲】 道路整備課

未利用地の活用 【再掲】 財政課

庁内委員会設置
先進事例の調査・研究

ファシリティマネジメント基本方針
（案）作成

ファシリティマネジメント基本方針
作成
施設白書の作成

担当課 営繕課
64131

平成26年度 平成27年度

公民館や学校などの公共建築物を長期に渡り良好な状態で維持するとともに、管理コストの縮減や平
準化などを図るため、ファシリティマネジメントの推進を図ります。

年次計画

平成25年度

１）財政の健全化に取り組む

【計画事業】

③行政コストの適正化

【事業体系】

事業

①予算編成の新たな工夫

経常的経費については、意識改革や発想の転換、前例や慣行にとらわれない事務事業の改善を推進し
抑制を図ります。特に、事務的コストや施設の管理運営費など、内部管理的経費の徹底した縮減に取
り組みます。また、人件費については、行政需要に対応した適切な職員数とすることで、できる限り
抑制に取り組みます。

計画事業・主要事業名

財政課

４ 健全な財政運営を進める

統計解析手法を用いて、シミュレーションを適宜行い、長期財政の見通しを決算額、予算額を反映さ
せながら毎年度策定し、健全で責任ある財政運営に取り組みます。また、管理会計手法の導入に向け
た検討に取り組みます。

施設の長寿命化、省資源・省エネルギー化を進めるなど、施設の品質の向上や維持管理の計画性、効
率性の向上を図ることにより、ライフサイクルを通じてのコストの削減に取り組みます。

未利用の市有地などについては、積極的に貸付や売却などを行い、財源の確保や管理コストの削減に
取り組みます。また、基金に属する公金の運用にあたっては、安全かつ確実な運用を前提に、より利
回りの高い効率的な運用を図ります。

経常的な経費の抑制（普通会計）

担当課

管理会計手法の導入検討

財政課②効率的な予算編成の確立

長期財政の見通しの策定

財政課

未利用地の活用

公金の運用

公共建築物の計画的な保全事業

【再掲】

営繕課

③行政コストの適正化

みどり公園課

事業内容

財政課

下水道長寿命化事業 下水道課

公園施設長寿命化計画策定事業 【再掲】

④市有財産の活用

橋りょう長寿命化・耐震化修繕推進事業 【再掲】 道路整備課

事業番号
事業名 公共建築物の計画的な保全事業
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(千円)

事業内容
異常気象に伴う極地的な集中豪雨により道路冠水が発生している弁天地区、東野地区、舞浜地区の被
害を軽減するため、一時的に雨水を貯められる地下貯留施設を設置します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

設置（弁天地区）
設計（東野地区）

設置（東野地区）
設計（舞浜地区）

設置（舞浜地区）

事業番号
事業名 道路冠水対策事業 【再掲】 担当課 道路整備課

47211

橋りょう長寿命化・耐震化修繕推進事業

耐震対策推進計画の策定
長寿命化対策の実施設計

平成27年度

みどり公園課

事業内容

長寿命化対策の実施設計
長寿命化対策の実施

事業番号
事業名 【再掲】 担当課 道路整備課

47316

事業内容
市が管理する橋りょうの適切な維持管理やライフサイクルコストの最小化を図るため、計画的な修繕を
行います。また、東日本大震災後に改訂された道路橋示方書を踏まえ、市の橋りょう耐震化に対する考
え方を見直し、緊急輸送路に架かる主要な橋りょうの耐震化対策を実施します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

都市公園施設の適切な修繕やライフサイクルコストの最小化を図るため、公園施設長寿命化計画を策
定し、予防保全的な管理や計画的な改修を行います。

年次計画

平成25年度

長寿命化計画の策定

担当課

【再掲】

平成27年度

事業名
34211

下水道課
32221

平成26年度

事業内容
下水道施設の適切な修繕やライフサイクルコストの最小化を図るため、施設の点検・調査を実施し、長
寿命化対策にかかわる計画を策定します。

事業名 下水道長寿命化事業

年次計画

平成25年度 平成26年度

担当課

事業番号

管路調査
長寿命化整備計画の策定

公園施設長寿命化計画策定事業 【再掲】

事業番号

○計画事業費

平成25年度 平成26年度

10,230 11,310 26,776

平成27年度 3か年の合計

5,236
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事業名 未利用財産の売却【再掲】 財政課

事業名 未利用地の活用【再掲】 財政課

事業内容
「浦安市資産・債務改革の推進に関する指針」に基づき、未利用市有地の売却促進、貸付検
討を実施します。

将来を見通した財政健全化に取り組むため、市民ニーズや将来人口の見直しなどを踏まえ
て、長期財政の見通しを毎年度策定・公表します。

事業内容

事業名

事業名 財政課

財政課

事業内容

財政課

長期財政の見通しの策定

①予算編成の新たな工夫

経常的経費の抑制（普通会計）

事業内容
「浦安市資産・債務改革の推進に関する指針」に基づき、未利用市有地の売却促進、貸付検
討を実施します。

管理会計手法の導入検討

事業名 未利用地の活用

④市有財産の活用

事業内容
市が保有する公金について、安全性、確実性及び流動性並びに効率性を考慮した公金の運
用を行います。

事業名 財政課

【主要事業】

管理会計手法の導入に向けた研究や検討を行います。事業内容

活用されていない市有財産の把握を行うとともに、売却可能資産として決定された市有財産の
売却を行います。

③行政コストの適正化

②効率的な予算編成の確立

事業名 公金の運用 財政課

事業名 未利用財産の売却 財政課

事業内容

民間活力の活用や職員の能力開発、また定年退職した職員の再任用など、多彩な人的資源
の活用による効率的な組織運営を進めることで職員数の抑制を行うとともに、IT化の推進や事
務事業の見直しを行い、内部管理的経費を中心に経費の抑制を図ります。

事業内容
活用されていない市有財産の把握を行うとともに、売却可能資産として決定された市有財産の
売却を行います。
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・

・

・

未利用地の活用 【再掲】 財政課③新たな財源の確保

財政課

広聴広報課
財政課

財政課

事業内容

事業内容
特別会計内での事業の精査や使用料などの受益者負担の適正化を図るとともに、一般会計
からの繰出金の適正化について検討します。

②受益者負担の適正化

②受益者負担の適正化

多様化・高度化する市民ニーズに応えていくためには、行政サービスにかかる経費に対し、
サービスの受け手にも応分の負担を求めていく必要があることから、使用料・手数料等につい
て、受益と負担との関係を考慮し、定期的に見直しを行います。

事業名 使用料・手数料などの見直し 財政課

使用料・手数料などの見直し

①市税などの徴収率の向
上

計画事業・主要事業名

財政課

市税などの徴収率の向上

特別会計への繰出金の適正化に向けた検討

収税課
国民健康保険課

２）安定した財源確保に取り組む

【事業体系】

事業 担当課

財政の基盤となる市税収入の確保及び納税の公平性の確保のため、市税徴収率の向上及び滞納繰越額
の圧縮に取り組みます。また、債権回収対策室で市税以外の未納債権の回収強化に努めます。

市税などの徴収率の向上を図るとともに、一般会計から特別会計への繰出金の適正化について検討し
ます。また、受益者負担の原則のもと公平性を確保するため、収納率の向上を図るとともに、減免基
準などの見直しを含め適正化を図ります。
安定した財政運営を図るため、市有財産を活用した広告事業や未利用市有地の活用など、新たな財源
の確保に取り組みます。併せて、国や県などの市町村に対する各種支援制度の活用を図っていきま
す。

広告事業の推進

財政の基盤となる市税収入の確保及び納税の公平性の確保のため、市税徴収率（現年分）の
向上に努めます。また、滞納繰越額の圧縮にも取り組みます。

事業内容

【主要事業】

市税などの徴収率の向上

①市税などの徴収率の向上

事業名

未利用財産の売却 【再掲】

事業名 特別会計への繰出金の適正化に向けた検討 財政課

収税課／国民健康保険課
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事業内容
「浦安市資産・債務改革の推進に関する指針」に基づき、未利用市有地の売却促進、貸付検
討を実施します。

事業名 未利用地の活用【再掲】 財政課

③新たな財源の確保

事業名 広告事業の推進 広聴広報課／財政課

事業名

事業内容
既に実施している広告掲載の拡充を目指すとともに、バナー広告、ネーミングライツなどにつ
いても検討を進めます。

未利用財産の売却【再掲】 財政課

事業内容
活用されていない市有財産の把握を行うとともに、売却可能資産として決定された市有財産の
売却を行います。

292



・

任意外部評価等の検討・導入

「財政運営に関する基本方針」のもと、実質公債費比率や将来負担比率が本市独自の早期健
全化基準以上の比率となった場合、必要に応じ、外部による評価を実施します。

事業内容

任意外部評価等の検討・導入

①任意の外部による評価の検討

事業名 財政課

テーマを絞って任意の外部による評価を実施していきます。

【主要事業】

３）外部の視点による評価を活用して財政を運営する

【事業体系】

事業

①任意の外部による評価
の検討

計画事業・主要事業名 担当課

財政課
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・ 総務省の新地方公会計制度「基準モデル」に基づき、財務書類を作成し、「将来世代の負担」や「行
政コスト」などを表す情報を市民に積極的に、またわかりやすく提供します。

担当課

財政課

財政課

財務情報提供事業の充実・改善

財政指標などの見通しの公表

事業内容

４）わかりやすい財務情報を提供する

【事業体系】

事業

①わかりやすい財務情報
の提供

計画事業・主要事業名

シミュレーションによる長期財政の見通しを毎年度策定し、その見通しのもと、財政の健全化
に関する各種財政指標などの推移を公表します。

【主要事業】

公会計制度の導入に伴い、財務書類４表の作成や固定資産台帳を作成するとともに、新地方
公会計（企業会計的手法）による財政情報を活用しながら、より市民にわかりやすい財政情報
の提供に努めます。

事業内容

事業名 財政指標などの見通しの公表 財政課

財務情報提供事業の充実・改善

①わかりやすい財務情報の提供

事業名 財政課
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現状と課題

より良い市民サービスを最小の経費で最大の効果を発揮させるには、それを支える職員を育成し、

活用していくことが重要です。

そのためには、職員一人ひとりが意欲を持って職務に取り組むことはもとより、常に問題意識を

持ち、「新たな価値の創造に意欲的に挑戦する」意識の醸成などをはじめとした意識改革、行政サ

ービスの担い手としての心構えや効率で効果的な自治体運営を行うための経営感覚を身につける

ことが必要であり、限られた人財の中で職員一人ひとりの能力や可能性を充分に引き出し、活用し

ていくような中・長期的な方針を策定し、職員の能力を最大限に引き出しうる人財育成や人事管理

を推進していかなければなりません。

またこれにあわせて、市民ニーズに対応した柔軟かつ機動的な組織編成が必要です。

これまでも、トップマネジメントを強化するため市長公室の設置、子育て支援への高い行政需

要や少子化対策、青少年の健全育成など、浦安の次の世代を育むための施策を一元的に担当させ

るためのこども部の設置など、限られた経営資源のなかで行政ニーズに効率的に応える組織づく

りに取り組んできました。

今後は、組織の縦割りを改善するとともに、政策課題の迅速な解決を目指す組織体制の構築を

推進します。

５ 職員力・組織力を強化する具体的

施 策
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課題解決のための取り組みの方向

１）財産となる人財を育てる

行政運営は、その経営資源として「人」「物」「金」「時間」「情報」があります。なかでも「人」

については能力と意欲によって、その成果には大きな差異が生じます。そして、「人」という行

政資源は、育成することによって、さらに大きな成果を生むことから、高い能力と意欲を持ち、

規律や倫理観のある職員をいかに確保・育成していくかが、今後の行政水準や、提供するサービ

スの質を大きく左右するものといえます。

そのためには、出発点となる「人財確保」、職員の能力向上や自己実現を可能にする研修を中

心とした「人財育成・活用」など、関連する各制度を効率的に機能させます。

２）活力を生み出す職場づくりを進める

地方分権の進展や多様な市民ニーズに迅速かつ柔軟に対応するため、組織内のチームワークの

向上や組織間の連携促進などさらにフレキシブルな組織運営を目指します。

職員の健康管理対策としては、職員一人ひとりが、心身ともに健康でいきいきと仕事に取り組

めるよう、的確な健康情報の提供や相談などの支援を行い、活力を生み出す職場づくりを進めま

す。

３）やる気を高める仕組みをつくる

より高い目標を設定し、それにチャレンジすることにより、職員個々のやる気を引き出すとと

もに、職員間で共通の目標を持つことで職場内のコミュニケーションも深まります。

それとともに、職務や職責に応じた給与水準の設定、人事評価制度や昇格試験に基づく昇任や

昇給の実施など、職員の意欲や能力、実績を適正に評価し処遇する制度を整備します。
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・

・

適材適所の配置推進

計画的な職員採用の実施

①多様な人財の確保

事業名 人事課

職員研修の実施

人事課

人事課

人事課

人事課

事業名 職員研修の実施 人事課

人事交流の推進

スペシャリストの育成

新たな行政課題に対応できる先見力、創造力と積極的な行動力を備えたパイオニアとしての
資質を持つ人財を確保するための採用試験を推進します。また、社会人経験者採用や、社会
の高度化・複雑化などに対応するための任期付職員や再任用職員の活用など、多様な人財
の確保に取り組みます。

事業内容
各行政分野への計画的な配置換えに努め、所属セクション外の関連業務の知識も身につけた
職員を育成します。

マルチ職員の育成

人事課

【主要事業】

職員の年齢構成や職種を考慮した、計画的な職員の採用に取り組みます。

②職員を「人財」と位置づ
けた様々な取り組み

人事課

事業

①多様な人財の確保

計画事業・主要事業名

事業内容

事業名 人財の確保

事業内容

５ 職員力・組織力を強化する

少数精鋭による自治体経営を推進していく中にあって、規律や倫理観を持ち合わせ、人間性や創造性
に優れた有能な人財を確保するため、職員採用にあたっては、人物や適性などをより重視した試験制
度を推進します。また、社会の高度化・複雑化に対応するため、任期付職員や社会人経験者の採用な
ど、多様な人財の確保に取り組みます。

行政水準や提供するサービスの質を高めるため、「人」という行政資源の育成に努めます。
職員一人ひとりが、より明確なキャリア目標を意識して自己の能力開発や業務遂行に取り組むことが
できるよう、また、職員の意欲や能力、実績に応じたキャリア形成が図れるよう取り組みます。

担当課

人事課

人事課

計画的な職員採用の実施

人財の確保

１）財産となる人財を育てる

【事業体系】

②職員を「人財」と位置づけた様々な取り組み

事業名 マルチ職員の育成 人事課

事業内容

市職員として新しい視点から問題意識を持ち、新たな行政課題に対応でき、パイオニアとして
職員個々が浦安市のあり方を考えることができるよう、職場外研修、職場内研修、自主研修の
一体的な充実による職員研修の充実を図ります。また、より明確なキャリア目標を意識して自
己能力開発や業務遂行に取り組めるよう、意欲や能力や実績に応じたキャリア形成を図れる
よう支援体制を整えます。
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事業名 適材適所の配置推進 人事課

事業名

事業内容
様々な職場経験による能力開発を通じた人財育成と組織の活性化を図り、多様化する市民
ニーズに対応できる組織づくりのため、適材適所の職員配置にかかわる制度の再構築と適切
な運用を推進します。

事業名 人事交流の推進 人事課

事業内容
職員の幅広い見識を養うため、国、千葉県及び他市町村並びに民間企業などとの人事交流を
推進します。

人事課

事業内容
迅速で高度な専門性に基づく市民ニーズへの対応を可能にするため、ゼネラリストのベースを
構築したうえで、スペシャリストとしてのキャリアを希望する職員に関しては、職員自身の適性
を見極めた上で専門性の高いスペシャリスト職員へと育成することに取り組みます。

スペシャリストの育成
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・

・

①機動的かつフレキシブルな組織体制の確立

【主要事業】

事業名 庁内分権（権限委譲）の推進 総務課／人事課

事業名 課題解決型組織の構築（施策推進・マネジメント強化）

事業内容

施策に基づいて組織の構築を行うとともに、施策の進捗度やその時々の行政課題に応じた見
直しを行うことで、常に効果的で効率的な組織編成を維持します。
また、本市の重要施策については、組織を横断して課題解決に取り組む仕組みを検討しま
す。

総務課
人事課

総務課
人事課

プロジェクトチームの活用

課題解決型組織の構築（施策推進・マネジメント強化）

適切な福利厚生制度へ向けた見直し 人事課

②いきいきと働ける職場づ
くり

ワーク・ライフ・バランスの実現 人事課

健康管理体制の充実 人事課

総務課
人事課

緊急の課題に素早く対応するため、期限や目的を限定したプロジェクトやタスクフォースを積極
的に活用します。

事業内容

２）活力を生み出す職場づくりを進める

【事業体系】

事業

①機動的かつフレキシブル
な組織体制の確立

計画事業・主要事業名

庁内分権（権限委譲）の推進

意思決定の迅速化や機動性の確保、サービスの提供に適した組織規模の実現や庁内分権の実施といっ
た組織改革を進め、これまでの「管理型」から目的指向の「経営型」組織への転換を推進します。
また、組織運営をより機動的なものとするため、緊急の課題に素早く対応するためのプロジェクトや
タスクフォースの活用や、多様化する市民ニーズや行政課題に即応した組織の再構築を進めます。

職員一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域
生活などにおいても、自らの希望に沿った多様な生き方が選択・実現できる職場環境づくりを推進し
ます。また、心身ともに健康で生き生きと仕事に取り組めるよう、職員の健康管理について的確な情
報の提供や相談などの支援を行います。

担当課

プロジェクトチームの活用事業名 総務課／人事課

総務課／人事課

事業内容
意思決定の過程を簡素化し業務の執行を迅速化するため、各部課長への庁内分権（庁内権
限委譲）をさらに推進します。
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男女がともに仕事と家庭が両立できる職場環境を実現します。
また、職員一人ひとりが生き生きと働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活な
どにおいても、自らの希望に沿った多様な生き方が実現できる職場環境をつくります。

事業内容
職員が心身ともに健康で職務に専念できるよう、職員の健康相談など、健康管理体制の充実
を図ります。

事業名 健康管理体制の充実 人事課

事業内容
職員がいきいきと安心して仕事ができるような福利厚生制度へ向けた見直しを行うとともに、
市民の理解が得られるような福利厚生制度とします。

事業名 適切な福利厚生制度へ向けた見直し 人事課

事業名 ワーク・ライフ・バランスの実現 人事課

事業内容

②いきいきと働ける職場づくり
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・

・

３）やる気を高める仕組みをつくる

【事業体系】

事業

①やる気を高める仕組みを
つくる

計画事業・主要事業名

人事課

職員の日常業務に関する改善意欲を高める仕組みとして、職員が自主的に行った業務改善を評価・表
彰する職員提案制度の充実に取り組みます。

事業内容 職員の業務改善意欲を引き出す仕組みとして、職員提案制度の充実を図ります。

企画政策課

事業内容
評価者と評価される職員が、面接や結果の開示を通じたフィードバックなどを行い、評価の相
互理解を図ります。

職員に「変革への取り組み」や「より高い目標へのチャレンジ」を促す制度の全面的な導入を
図ります。

目標による管理を活用した業績評価

①やる気を高める仕組みをつくる

事業名 職員提案制度の推進 企画政策課

職員提案制度の推進

職務や職責に応じた給与水準の設定、人事考課制度に基づく昇任や昇給の実施など、職員の意欲や能
力、実績を適正に評価し処遇する制度の整備を推進します。

担当課

人事課目標による管理を活用した業績評価

人事評価制度の見直し

事業内容

事業名 人事評価制度の見直し 人事課

事業名 人事課

【主要事業】
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現状と課題

本市は、まちづくりの基本目標である「人が輝き躍動するまち・浦安」のもと、「行動が広が

り心かよう情報化」を目指して、市民が利便性を感じられるよう、また行政の効率化や高度化、

透明性の向上などが図れるよう、積極的に情報化を進めています。

平成 23 年度からは、既存システムの運用経費の削減を始めとする、情報システムの効率性向

上のため、市が管理しているサーバを民間のデータセンターに移すとともに、本市独自のプライ

ベートクラウドの構築に取り組んでいます。

また、事務の簡素化や経費削減を図るため、地理情報を一元的にまとめた統合型地理情報シス

テム（統合型ＧＩＳ）を作成するとともに、いつでも市民がインターネットを通じて、地図付き

電子メールのやり取りや地図の作成などができる双方向型インターネットＧＩＳを整備してい

ます。

市民の利便性の向上や行政サービスの高度化に対応するとともに、市民に分かりやすい情報提

供ができるよう、ホームページの整備運用を進めてきました。文化・スポーツ施設の利用予約や

図書の貸出予約、また自転車駐車場定期利用申請などをオンライン化するとともに、申請・届出

様式のダウンロードサービスの拡充など行政手続のオンライン化を推進しています。

また、監視カメラの設置やスーパー防犯灯、災害時におけるインターネットやＳＮＳ、各種無

線の活用など、平常時の防犯対策や災害時の情報収集・伝達のためにもＩＣＴ技術は不可欠のも

のとなっています。今後も引き続き、市民の安心・安全を確保するために、ＩＣＴ技術をより効

果的に利用していくことが必要です。

こうしたＩＣＴ技術を利用した電子自治体を支える基盤整備として、情報の共有化や意思決定

の迅速化を図るため、グループウェアの機能向上や職員一人１台のパソコンを配置するとともに、

情報漏えい対策のため、シンクライアント化を進めています。

情報化の推進と車の両輪となる情報セキュリティ対策に関しては、外部監査制度の導入や技術

的な対策を行うとともに、個人情報保護条例や情報セキュリティポリシーを整備し、適切に運用

するなど積極的に取り組んでいます。

このように、本市の情報化に向けた取り組みは着実に進展していますが、より一層行政サービ

スの高度化や市民の利便性を高めていくという視点、またユビキタスネットワーク社会が広がっ

ていくという状況のなかで、情報システムを利用者の立場に立ってより使いやすいものにしてい

くことや、行政手続などのオンライン化を進めていくことが必要となっています。さらには、市

民が行政情報に容易にアクセスでき、様々な情報が得られるようにしていくことや、市民相互の

交流、また市と市民との協働を支援できるよう、情報システムの整備を進めていかなければなり

ません。

一方で、行政の簡素化や効率化を図るため、情報システムを適正に調達していくことや情報シ

ステムの管理、運用をより効率的かつ効果的に行っていくことが必要です。

また、情報や情報システムなどの情報資産を様々な脅威から保護するため、情報セキュリティ

ポリシーの評価と見直しを継続的に行うとともに、技術的な情報セキュリティ対策を一層強化し、

対策の実効性を高めていくことが必要となっています。

６ 新たな情報環境を整備する具体的

施 策６ 新たな情報環境を整備する具体的

施 策
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課題解決のための取り組みの方向

１）快適な市民生活を支援する

ユビキタスネットワーク社会が進展するなかで、市民の申請や届出などを 24 時間 365 日、家

庭や職場などからインターネットを使ってワンストップサービスで提供できるよう、市民の利便

性の向上や事務の効率化の視点に立って行政手続などのオンライン化を進めるとともに、近年Ｉ

ＣＴを活用した料金支払の方法が普及し、多種多様な公金支払の可能性が広がってきているため、

税や手数料などの電子納付について検討します。

また、ＩＣＴを活用し、市民が必要なときに健康や福祉、暮らしやまちづくりなど、行政の様々

な分野の情報が得られるよう情報提供の充実などを図ります。

さらに、市民の安全・安心の確保や危機管理の観点から、災害時における情報提供が円滑かつ

的確にできるよう情報システムづくりを進めるとともに、犯罪を未然に防ぐことができるようＩ

ＣＴを活用します。

２）協働の環境づくりを支援する

地方分権の進展に伴い、市は自らの責任と判断で市民ニーズに主体的に対応していかなければ

なりません。そのためには、行政情報の積極的な提供や公開により行政の透明性を向上させると

ともに、幅広い市民の意見を行政へ反映していくことが不可欠です。

このため、市民の視点からホームページを刷新し、分かりやすい情報提供を行うとともに、イ

ンターネットの即時性や利便性を活用し、より幅広い市民の意見を行政に反映していくことに取

り組みます。

また、近年ブログやＳＮＳなどの使いやすく、利用者が参加できるメディアの登場や携帯電話

の機能高度化など大きな技術革新が進んでいます。一方、ボランティア団体やＮＰＯ法人など、

行政以外で地域の社会活動に参画する主体も増加してきています。このため、市民相互のコミュ

ニケーションの活性化や市民活動の活発化が図れるよう、また市民の学習機会を拡充できるよう、

ＩＣＴを活用し市民と行政が協働できるような環境づくりを進めます。

３）行政の簡素化と効率化を進める

情報システムの調達にあたって期待した効果が得られるよう、またライフサイクルコストが高

くならないよう、さらには開発管理や進捗管理、品質管理、また事業評価が的確に行えるよう情

報システムの調達を行います。また、全体最適化の見地から事務の効率化を図ります。さらに、

限られた財源のなかで、市民が望む事業と真に必要な事業を見極めるとともに、市が管理してい

るサーバの民間のデータセンターへの移設と本市独自のプライベートクラウドの構築を推進す

るなど、既存システムの運用経費の削減や効率的で効果的な情報システムへの見直しを進めます。

事業ごとに個別に最適な情報システムを導入することが多く、そのため情報システム間の連携

が難しく、データの重複入力や重複管理などの課題が生じてきましたが、これらを解消できるよ

う、また行政と事業所などが保有するデータ連携が図れるよう地域情報プラットホームの導入に

ついて検討します。
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４）情報セキュリティ対策を強化する

近年、職員や業務委託先の従業員のパソコンなどの盗難やウィルス感染により、地方公共団体

が保有する個人情報が漏えいするなどの事案が全国的に発生しています。本市ではこのような事

案が発生しないよう、より一層情報セキュリティ対策の徹底に努めます。

また、情報セキュリティに対する脅威、脆弱性や対策技術は日々変化しており、情報セキュリ

ティ対策全般にわたる実効性の評価や見直しを行うことが重要です。このため、情報セキュリテ

ィ監査を引き続き適切に実施し、情報セキュリティ対策の水準を持続的に向上させていくととも

に、最新の技術を活用した情報セキュリティ対策を行っていきます。

さらに、情報資産を取り扱う職員に情報セキュリティの意識を保持させるため、引き続き研修

を実施します。
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・

・

・

事業内容
地域資料や行政資料、また歴史的に貴重な資料などの利活用を推進するための新しい資料の収集、保
存、活用方法の一つのあり方として、電子資料に関する研究を進めるとともに、資料提供のあり方につ
いて検討します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

電子資料に関する協議会の設置 検討 施行

データの収集・整理
情報提供

データの収集・整理
情報提供

事業番号
事業名 電子資料提供サービス事業 【再掲】 担当課 中央図書館

23112

担当課 都市計画課
41222

事業内容

市民や事業者とまちづくりに関する情報の共有化を図るため、ホームページ上で公開しているGIS
（JAM）を活用しながら、土地利用の動向や建築物の用途などの情報の更新やコンテンツの充実を図り
ます。また、ボーリングデータなどの地盤情報を収集、整理し、建物や設備の建設、更新や被災した住
宅などの修復、建替えの際に、液状化対策や耐震化対策が促進されるよう、情報提供を行います。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

データの収集・整理
情報提供

②暮らしをいろどる情報の提供

事業番号
事業名 まちづくり情報提供事業 【再掲】

②暮らしをいろどる情報の
提供

③災害情報の提供と防犯
対策の充実

都市計画課

中央図書館

防犯課

電子資料提供サービス事業

防災課

【再掲】

【再掲】

公共空間犯罪対策事業

６ 新たな情報環境を整備する

千葉県と県内自治体が共同利用する「ちば電子申請システム」を利用し、インターネットを利用して
申請書などの様式を取得できる様式ダウンロードサービスやオンラインでの申請や届出サービスを引
き続き実施します。また、体育施設の増加に対応するため、体育施設等予約システムを更改します。

市民が必要なときに、暮らしやまちづくりなどの行政情報が得られるよう、情報提供の充実を図りま
す。

市民の安全・安心の確保や危機管理の観点から、犯罪の未然防止と有事の際の活用を考慮した情報機
器の運用、災害時の情報提供手段の確保・強化を図ります。

１）快適な市民生活を支援する

担当課

【事業体系】

事業

①電子申請の推進

計画事業・主要事業名

体育施設等予約システム更改事業

情報政策課

生涯学習課
公民館
市民スポーツ課

電子申請等推進事業

【計画事業】

【再掲】

まちづくり情報提供事業

【再掲】

災害時情報伝達・収集検討事業 【再掲】
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年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

実証実験
一部実施

実施 実施

防災行政用無線の補完手段として防災ラジオの導入効果を調査・検証するとともに、地域防災計画の
見直しや災害対策マニュアルの作成の中で総合的な災害情報伝達・収集方策を検討し、実施します。

体育施設等予約システムの更改事業【再掲】
生涯学習課／公民館／
市民スポーツ課

事業内容
体育施設などの利用促進を図るとともに、利用者の利便性が向上するよう、陸上競技場や総
合公園多目的広場などの新たな施設を追加するとともに、セキュリティーを確保するため、体
育施設等予約システムを更改します。

事業内容
公共空間での犯罪の発生抑止などを目的にネットワーク化した24台の防犯カメラの運用を図
ります。

③災害情報の提供と防犯対策の充実

事業名 公共空間犯罪対策事業【再掲】 防犯課

災害時情報伝達・収集検討事業 【再掲】 担当課
事業番号

47141
防災課事業名

事業名

【主要事業】

事業内容

③災害情報の提供と防犯対策の充実

事業名 電子申請等推進事業 情報政策課

事業内容
市民が自宅などから申請書などの様式が取得できるよう、ダウンロードサービスの拡充を図る
とともに、直接、申請や届出が行えるオンラインサービスの拡充を図ります。

①電子申請の推進
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・

・

事業内容
市の発信する情報をより速く、分かりやすく伝えるとともに、スマートフォンなどでもストレスなくホーム
ページが利用できるよう、公式ホームページのリニューアルを行います。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

調査・研究 リニューアル

アンケートの実施

事業番号
事業名 公式ホームページリニューアル事業 【再掲】 担当課 広聴広報課

63121

広聴広報課
63111

事業内容
市民の意識や意向を把握し、市政に反映できるよう、インターネットの特性や即時性を活かし、インター
ネット市政モニター（Ｕモニ）によるアンケート調査を実施します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

アンケートの実施 アンケートの実施

①市民ニーズの把握と充
実した市政情報の提供

インターネットを活用した市民意識調査事業 【再掲】

広聴広報課公式ホームページリニューアル事業

事業番号
事業名

インターネットを活用した市民意識調査
事業

【再掲】 担当課

２）協働の環境づくりを支援する

【計画事業】

①市民ニーズの把握と充実した市政情報の提供

【事業体系】

事業 計画事業・主要事業名

体育施設等予約システム更改事業 【再掲】

インターネットの即時性を活かし、電子メールを利用したアンケート調査を行うことにより、市民の
意識や意向を短期間で把握するインターネット市政モニター(Ｕモニ)を運用します。

広聴広報課

市民の活動機会の充実を図るため、体育施設や公民館、文化会館、市民プラザの予約システムを更新
します。また、社会教育団体の情報発信や市民の生涯学習活動を支援するため、生涯学習の情報提供
に関するシステムを運用します。

【再掲】

担当課

生涯学習課
公民館
市民スポーツ課

生涯学習課

②市民の学習機会や活動
機会の充実

生涯学習情報提供システムの運用 【再掲】
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事業名 生涯学習情報提供システムの運用【再掲】

事業内容

生涯学習課

市民の生涯学習活動を支援するため、講座やイベント、サークルなどの生涯学習情報を一元
的に提供する「まなびねっとURAYASU」を運用します。

事業内容
体育施設などの利用促進を図るとともに、利用者の利便性が向上するよう、陸上競技場や総
合公園多目的広場などの新たな施設を追加するとともに、セキュリティーを確保するため、体
育施設等予約システムを更改します。

事業名 体育施設等予約システムの更改事業【再掲】
生涯学習課／公民館／
市民スポーツ課

②市民の学習機会や活動機会の充実

【主要事業】
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・

(千円)

担当課 情報政策課

システムの管理、運用を行うとともに、市民から寄せられる地図情報や、市が所有するデータ
を必要に応じ地図情報として蓄積し、各課がこれらを相互に重ね合わせ、施策や事務事業の
分析・検討が迅速に行えるよう、システムの高度利用を進めます。

事業内容
データセンターに移設した市の情報システムサーバについて、各サーバの更新にあわせて順次サーバ
仮想化環境への統合を推進し、管理・運用経費の削減や安定稼働、障害時の迅速な対応を図ります。

年次計画

平成25年度 平成26年度

○計画事業費

情報システムの更新や調達が効果的に進められるよう、既存システムの統合や更新時期など
について整備計画を策定し、実施します。

事業内容

平成27年度

情報セキュリティ対策の向上や情報システムの安定稼動、情報システムの管理、運用にかかるコスト
削減を図るため、民間のデータセンターでのサーバ統合を順次行い、本市のプライベートクラウドの
構築を推進します。また、情報システムの更新・導入を計画的に進めるため整備計画を策定するとと
もに、更新・導入時には情報システムの導入効果をさらに得られるよう業務分析を実施し、業務改善
を図ったうえ、調達を実施します。
統合型地理情報システム（ＧＩＳ）を活用し、各課が所有する様々な空間情報を集約するとともに、
これら地図情報の全庁的な利用を積極的に推進し、施策や事務事業の効率化を図ります。

担当課

情報政策課

計画事業・主要事業名

①情報システムの安定稼
動と効率的な管理

情報システムサーバ統合基盤事業

平成25年度 平成26年度 平成27年度

情報システムサーバ統合基盤事業

統合型地理情報システム推進事業

66311

統合・運用 統合・運用 統合・運用

①情報システムの安定稼動と効率的な管理の検討

事業名 情報政策課

情報システム整備計画策定事業

【主要事業】

情報政策課

情報政策課

事業番号
事業名

事業名 統合型地理情報システム推進事業 情報政策課

事業内容

３）行政の簡素化と効率化を進める

【計画事業】

①情報システムの安定稼動と効率的な管理

【事業体系】

事業

情報システム整備計画策定事業

3か年の合計

122,290 118,547 118,547 359,384
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・

(千円)

事業内容

市が所有する情報資産を様々な脅威から保護するため、技術的対策やセキュリティ監査を実施するとと
もに、職員の意識向上を目的とした研修や内部監査を行います。また、災害時やシステム障害発生時
などに情報システムの維持・早期復旧ができるよう、情報政策課が所管する情報システムなどの事業継
続計画（ICT-BCP)を策定します。

年次計画

平成25年度 平成26年度 平成27年度

ＩＣＴ－BCPの策定
推進

推進 推進

①情報セキュリティ対策の
推進

計画事業・主要事業名

事業番号
事業名 情報セキュリティ対策事業 担当課 情報政策課

66411

平成26年度 平成27年度 3か年の合計

○計画事業費

４）情報セキュリティ対策を強化する

【計画事業】

①情報セキュリティ対策の推進

【事業体系】

事業

12,002 12,002 12,002 36,006

市が所有する情報や情報システムなどの情報資産を不正アクセスやウイルスなどの脅威から守るた
め、情報セキュリティポリシーに基づき、人的セキュリティ対策や物理的セキュリティ対策、また技
術的セキュリティ対策など様々な対策を行っていきます。また、災害やシステム障害発生などの緊急
時に情報システムの維持・早期復旧ができるよう、情報政策課が所管する情報システムなどの事業務
継続計画（ＩＣＴ－ＢＣＰ）を策定します。

担当課

情報政策課情報セキュリティ対策事業

平成25年度
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